
１ 趣 旨
今後の観光施策立案の基礎とするため、様々な観光関連事業者を対象に人材確保やインバウンド対応等に関する
アンケート調査を実施

２ 調査実施時期
平成30年８～９月

３ 対象事業者 （カッコ内は有効回答事業者数 ）
宿泊施設（４８７）、鉄道（５）、バス（４１）、タクシー（４３）、索道（４６）、旅行業者（１９）

平成30年度観光に関するアンケート調査結果について

観光部

＜調査の概要＞

資料２
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≪インバウンド≫ 平成29年度 観光に関するアンケート調査結果から
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県行政に期待する役割として、
42.5％の宿泊施設が「観光客の受
入環境整備」をあげている。

≪インバウンド≫ 宿泊施設が県に期待している取組
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（％）

平成29年度の宿泊施設向けアンケート

調査においては、「言語コミュニケーショ
ン」や「情報発信」について行政等の支援
が必要と回答している施設が多い。

宿泊施設が県に期待する取組（上位7）
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≪インバウンド≫ 外国人旅行客とのコミュニケーション（宿泊施設）

(n=487)（％）

外国人旅行客とのコミュニ
ケーションで不安に感じるとき
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≪インバウンド≫ スキー場（索道）・交通事業者のインバウンド対応

索道事業者が外国人旅行客のために実施中の取組（上位7） 索道事業者が外国人旅行客のために実施したい取組（上位7）
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鉄道事業者が外国人旅行客のために実施中の取組（上位9）
鉄道事業者が外国人旅行客のために

実施したい取組（上位２）
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バス事業者（乗合・貸切）が外国人旅行客の
ために実施中の取組（上位7）

バス事業者（乗合・貸切）が外国人旅行客の
ために実施したい取組（上位7）
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≪インバウンド≫ スキー場（索道）・交通事業者のインバウンド対応
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≪インバウンド≫ キャッシュレス決済環境整備を強化すべきと思う場所（旅行会社）
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格付け制度や機能表示制度の必要性
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≪インバウンド≫ 宿泊施設の格付制度・機能表示制度（旅行会社）
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≪観光業の人材確保≫ 観光関連事業者における人材不足の状況
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係」が特に不足してお
り、バス、タクシー事業
者においては運転手の
不足が顕著となってい
る。
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運行管理部門

（50.0％） １０
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人材不足の原因（業種別） （上位回答）

人材不足の原因として、
「勤務日や勤務時間の不
規則さ」、「従業員の高齢
化」等があげられており、
観光業界における構造的
な課題が浮き彫りとなって
いる。
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≪観光業の人材確保≫ 観光関連事業者における人材不足の原因
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外国人材の活用状況
（活用したいと回答した割合）
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実施中 実施したい

外国人材の活用意向については、現在実施中の事業所の割合は低いものの、今後
活用したいとしている事業所は「索道」や「鉄道」等を中心に高い割合となっている。

≪観光業の人材確保≫ 観光関連事業者における外国人材の活用意向
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平成29年度に旅行会社を対象

に実施したアンケート調査にお
いても、本県観光の課題として、
「情報不足」や「発信力の弱さ」
が上位にあげられている。

≪情報発信≫ H29観光に関するアンケート調査結果（旅行会社対象）から
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(n=19)

(n=19)
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宿泊施設が県に期待する取組（上位7項目）

県行政に期待する役割として、36.8％の宿泊施設が「誘客に向けた情報発信」をあげている。

≪情報発信≫ 宿泊施設が県に期待している取組 （再掲）
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≪情報発信≫ 宿泊施設における予約受付方法
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